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［研究ノート］

地域おこし協力隊制度の分析によるモビリティと政策の

関連性の一考察
―Kaufmann のモティリティ概念 アクセス・スキル・認知的専有に着目して―

伊藤　将人

１．研究背景

　2020年以降、世界的に感染拡大した新型コロナウイルスは、働き方や生活様式に大きな影響を
与えた。とりわけ、人々のモビリティ（Mobility）（１）をめぐる変化があり、移動への政治的介入
や制限が行われた状況は現代社会の基本的前提である絶え間ない、しかし不平等なモビリティの
実態を気付かせた［Sheller, 2021］。Kaufmann（2002）によれば、社会学で研究対象となるモビ
リティは日常移動、旅行、引越し、移住の４つに分類でき、本稿が扱う都市 - 農村移住もモビリティ
の一形態といえる。
　モビリティは過去20年で社会科学の特徴的な研究対象となり、New Mobility Paradigm・移動
論的転回（以下、NMP）以降、研究が進んでいる［Sheller and Urry, 2006］。社会学でも、モビ
リティの分析は21世紀の社会学の主要な題材の一つとなっている［鈴木 , 2022］。
　こうした中で、モビリティと政治・政策の関連をめぐる研究が欧米を中心に進んでいる。人・
モノ・資本がいつどこで、どのように移動するかは政治的な問題である［Sheller, 2018］。また、
モビリティをめぐる問題には統合的・包括的な性質があり、共有財が希少となった現在、モビリ
ティのこの性質は政治的投資に不可欠となっている［Audikana and Chen, 2016］。
　モビリティの統治は領土の定義や国家権力の根底にあり、それ自体は新しくないが、新自由主
義的な政治が支配的な状況では、自由な移動が称揚される［Sheller, 2018］［Adey, 2010］。そこ
では素早い移動と社会階層が関連し、モビリティをめぐる排除や不平等性が高まる［Cresswell, 
2010］［Sheller, 2018］。モビリティは切望される価値の上位となり、移動の自由は恒常的に希少
で不平等な流通商品として、急速に後期近代の階層化要因となるのである［Bauman, 
2000=2001］。
　モビリティ研究では政治・政策の重要性が強調されてきたが、理論をめぐる議論に比して実証
的な分析は Audikana and Chen（2016）など僅かであり、政治的意義は体系的に研究されてい
ない（２）。これはモビリティ研究で政治的、政策的関心をもった研究が少ないことを示すと同時に、
その意義を十分に示せていないことも意味する。
　そこで本稿は、以上のような課題を克服するために、モビリティと政策の関連を実証的に分析
することで、モビリティ研究において政策を扱うことの可能性と課題を提示する。
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２．研究対象と先行研究

　モビリティが指す対象は多様であるが、本稿は感染症拡大により注目が高まる都市 - 農村移住
に着目する。都市 - 農村移住は、人々による空間の水平方向のモビリティが発露した移動の一形
態である（３）。新自由主義的な政治が支配的な状況では、人びとの素早い移動、自由で主体的な
移動、遠くへの移動の価値が高まることで、逆にスローな生活様式が評価され、牧歌的イメージ
も伴い都市 - 農村移住は注目を集め続けている。
　1970年代以降、欧米圏を中心に都市 - 農村移住研究は進められてきたが、日本の特徴として指
摘されるのが政策との関連である。須藤（2014）は、2000年代以降の国や自治体が政策的に移住
を誘導する動向を「移住の制度化」と表現している。政策的な移住促進は、長年続いてきた向都
離村と東京一極集中、農村の人口減少や少子高齢化に伴う人材不足に対応するために行われてき
た。特に2000年代以降は、国が主導して農村の活性化に対してサポート人材としての移住者を導
入する施策を打ち出しており、その象徴ともいえるのが地域おこし協力隊制度（以下、協力隊制
度）である。
　協力隊制度は、総務省が2009年に始めた、過疎地域等に移住する者を増やし、地域おこし支援
や地域協力活動を行いながら地域への定住定着を図る制度である。2014年以降は地方創生政策に
位置付けられ、総合戦略では KPI に採用されるなど地方創生の成否を示す取り組みとなってい
る。また、協力隊の増加を目指す国の態度も、年々積極的になっている（４）。こうした一連の取
り組みから、中央集権的でトップダウンの特徴を持つとされる地方創生で、積極的に数の増加が
目指されている点において、都市 - 農村移住という人々のモビリティの発露と政策の関連を分析
するのに適した事例だといえる。協力隊をめぐる主たる先行研究としては、定住率向上のための
施策を示した研究（小竹 2016, 中尾・平野 2016）や、協力隊の出口戦略調査から活性化の認識
を分析した研究（平井・曽我 2017, 2018）などがあるが、モビリティという観点から協力隊制度
と利用者を分析した先行研究は管見の限り無い。しかし、モビリティという観点から協力体制度
を分析することで、従来はモビリティ研究として取り上げられていない都市 - 農村移住、そして
協力体制度とモビリティ研究の接続可能性を示すと同時に、モビリティ研究の視点からの新たな
アプローチは既存研究が明らかにしていない協力体制度をめぐる移住者・移住希望者の認識や実
態を明らかにできる可能性を有する。

３．研究目的

　本稿は人々の都市 - 農村移住を政策的に促進する協力隊制度を利用した協力隊員を対象に、
人々のモビリティと政策の関連の実態を明らかにすることを目指す。その際、2002年にスイスの
社会学者 Vincent Kaufmann が提唱したモビリティの分析概念であるモティリティ（Motility）（５）

と、モティリティを構成する三要素「アクセス」「スキル」「認知的専有」に着目し、協力隊制度
が個人の経験とどのように関連するのか、個人のどのような経験や能力が地方自治体への政策的
移住と関連するのかを明らかにする。
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４．分析枠組み

　モティリティとは「人が移動する能力」を指し、「個人や集団がモビリティの可能性の領域を
手に入れ、それを基盤に個人的なプロジェクトを展開する方法」と定義される（６）［Flamm and 
Kaufmann,2006］。Kaufmann, Bergman and Joye（2004）によれば、それは資本の一形態として
捉えられ移動の潜在的可能性は「移動資本」（７）の形態で表現できる。モティリティは確立された
枠組みでありながら、比較的未開拓である［Shliselberg and Givoni, 2017］。
　先行研究によれば、モティリティを構成する要素には、身体的能力、経済的手段、定住生活や
移動生活への願望、交通や通信の技術システムとそれへのアクセシビリティ、職業スキル、外国
語能力、その他の習得したスキルなどがある［Kaufmann, Viry and Widmer, 2010］。
　先行研究が明らかにしたモティリティを構成する要素は表１のように分類可能である。

表１　モティリティを構成する三要素
（Flamm and Kaufmann（2006）と Kaufmann, Viry and Widmer（2010）を参考に筆者作成）

　Flamm and Kaufmann（2006）は、旅行者を対象に表１の三要素に関する質的調査を行って
いるが、三要素は旅行以外にも応用可能な枠組みであり、移住者の分析にも有効だと考えられる。
一方、モティリティ概念を用いた先行研究は国際移動が主であり、国内移動を対象としたものは
僅かである。また、モティリティと政策の関連について分析した先行研究は、モティリティが個
人の幸福と関係する可能性を示し政策目標としての価値を主張した Shliselberg and Givoni

（2017）などを除き管見の限り無い。本稿は分析枠組みとしてのモティリティと構成する三要素
が国内の都市－農村移住や政策と関連する移動を分析する際の有効性と課題を明らかにすること
で、モビリティ研究における理論的貢献を目指す。

５．調査対象地と調査協力者

　調査対象地は、岩手県の陸前高田市である。理由として第一に震災以降、総人口が急減し少子
高齢化が進んでいること、第二に震災以降、移住者による復興まちづくりが進んでおり現在進行
形で地域力の再生や維持、強化に資する活動が協力隊制度等を活用しながら積極的に展開されて
いることが挙げられる。2016年度から協力隊制度を活用しており、これまで33人を受け入れ、現
在も５分野９人が活動中である。
　調査方法は個別面接式の半構造化インタビュー調査とした。調査協力者は協力隊の受け入れ団
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体や、現地の NPO 団体を通して了承を得られた協力隊と元協力隊あわせて９人である（表２）。
　インタビュー調査前にプレ調査としてアンケートを実施し、それに基づき１人あたり約１〜２
時間の調査を2022年８月に行った。プレ調査では Flamm and Kaufmann（2006）や Kaufmann, 
Viry and Widmer（2010）を参考に、モティリティを構成する三要素をめぐる状況や経験、協力
隊制度の利用経緯、活動内容等を把握した。インタビュー調査では移住前後のモビリティをめぐ
る状況を聞いた。補足調査として、協力隊制度担当の自治体職員と、協力隊制度の運営支援を行
う NPO 法人高田暮舎の理事長、空き家バンク担当者、窓口・移住定住担当者にも聞き取り調査
を実施した。

６．分析と結論

　以下では、モテリティを構成する３要素ごとに協力隊制度と調査協力者の移住をめぐる経験や
能力の関連について、具体的な語りを基に分析を行う。

６−１．アクセスをめぐる経験と語り
　アクセスとは、移動するために利用可能な選択肢を利用できる条件、利用可能な経済的・時空
間的条件の体系などを指す。本稿では、移住するために利用可能な選択肢としての協力隊制度を
個人が利用できた条件などを指す。
　調査協力者は全員が協力隊制度の利用者だが、インタビュー調査の結果、協力隊制度が移住を
可能にした人と、協力隊制度がなくても移住していた人に大別できることが明らかになった。協
力隊制度がなければ移住していなかったと語るＢ氏、Ｃ氏、Ｄ氏、Ｈ氏、Ｉ氏に共通するのは、
陸前高田市在住者との人的ネットワークが無いもしくは薄く、移住相談会で市の担当者と会った
ことを機に陸前高田市への移住を真剣に考え始めた点である。
　Ｂ氏は初めて陸前高田市を知ったときのことを次のように語る。

東京で開催された自伐型林業のフォーラムに参加したとき、担当者がいたんですよね。自伐
型林業はどっちかというと西日本のイメージで、陸前高田市は震災のイメージだったけど、
わざわざ担当者が PR するために足を運んでいて、衝撃を受けましたし、その姿勢に感動し

表２　調査協力者一覧
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ました。（Ｂ氏）

　林業に関心があったＢ氏は、複数自治体が参加し林業を担う移住者を募集する相談会で市の担
当者と出会い、東日本大震災から復興しようとする地域が林業の担い手を募集していることに感
動したと語る。
　同じく、移住相談会で市の担当者と会ったＤ氏も次のように語る。

移住関連イベントに参加したとき、他の自治体は募集しているのが若い人だったんですよね。
そのことを陸前高田市の担当者に話したら「うちは、ベテランに来てほしい」と言われたん
です。そういう地域は珍しかったので、ここがいいなと。（Ｄ氏）

　当時50歳だったＤ氏は、若い移住者の募集が多い移住相談会でのマッチングは諦めていたが、
市の担当者に会った際に、自分でもできる、経験が活かせると感じたと語っている。
　同じく移住相談会で市の担当者と初めて話したＩ氏も、「会の雰囲気が良くて、人懐っこくて、
あたたかい感じがおもしろそうだった」と語っている。
　以上のように、協力隊制度が無ければ移住していないと答えた調査協力者にとっては、物理的・
空間的な機会としての移住相談会が陸前高田市との接点となり、協力隊制度を活用した移住につ
ながった。移住相談会が無ければ移住していないと語る点で、移住相談会は５人にとって移住す
るための利用可能な選択肢であり、モティリティを構成するアクセスである。同時に、移住相談
会に参加した５人の調査協力者は JOIN（８）や SMOUT（９）などの移住情報サイトを利用して情報を
集め参加しており、こうした情報を入手できる情報環境も、モティリティを構成するアクセスだ
といえる。
　協力隊制度が無くても移住していたと語るＡ氏、Ｅ氏、Ｆ氏、Ｇ氏の共通点は、移住前から陸
前高田市に人的ネットワークがあった点である。Ａ氏は大学の活動で訪れており、Ｅ氏は陸前高
田市に知人がおり、Ｆ氏は同級生がボランティアで通っていて足を運ぶようになり、Ｇ氏も先輩
が社会的活動を行っており足を運ぶようになったと語る。彼らはこうした人的ネットワークの中
で協力隊制度を知ったり紹介されたりしていた。
　以上から、協力隊制度が無ければ移住していなかった調査協力者にとっては、公的な移住支援
策の一つである移住相談会は移住するために利用可能な選択肢となっており、モティリティを構
成するアクセスとなっていた。また協力隊制度が無くても移住していた調査協力者にとっては、
従来からの人的ネットワークが協力隊制度を利用しての移住につながるアクセスとなっていた。

６−２．スキルをめぐる経験と語り
　６－２では、協力隊制度を利用しての移住を実現するために有していた・活用したスキルを分
析する。スキルとは、アクセスを利用する上で必要な能力やノウハウ、移動を可能にする習得し
た能力や知識と、行動を計画するために必要な能力などを指す。本稿では、協力隊として移住す
る際に用いた能力、協力隊制度を利用し移住を実現するための能力などを指す。
　全員に共通していたのは、「運転ができる」というスキルである。公共交通が乏しい陸前高田
市では車と運転免許が欠かせない。協力隊募集要項でも「普通自動車運転免許」が条件に含まれ
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ている。ただし、陸前高田市は制度の整備が進んでおり、多くの受け入れ先で社用車を私用でき
る（10）。そのため、移住者にとって不安が大きく社会階層に左右される可能性のある車の購入と
いうハードルが政策的に解消され、かつ全調査協力者が免許を取得した状態で陸前高田市に移住
していたことが明らかになった（11）（12）。
　協力隊になる前の仕事で習得した技術が、協力隊としての移住に際し役立ったと語る者も複数
人いた。Ａ氏、Ｃ氏は仕事について次のように語っている。

移住後は教育旅行や民泊事業に携わっています。元々、予備校で高校生に接していたので、
やりたいと思える仕事に出会えました。当時の経験は活きています。（Ａ氏）

以前は、家具制作や銭湯の板の張替えをしていました。協力隊募集要項を見たときは「林業
か」と思ったんですが、伐採だけでなく資材の活用や木材の加工、利用促進も入っていたの
で、それならできるなと。（Ｃ氏）

　Ａ氏とＣ氏の語りからは、以前の仕事で身につけた技術やノウハウが協力隊募集要項と合致し、
協力隊制度を利用した移住を実現するスキルとして機能したと読み取れる。
　移住する際、協力隊制度のみでは金銭的不安を抱えながらも、既に備えている能力やノウハウ
を活用し個人事業主として副業をすることで移住を実現した者もいる。Ｄ氏は編集業、Ｆ氏は制
作関連業を個人で営んでおり、２人は協力隊と個人事業の収入を合わせて生計を立てている。陸
前高田市は市の一般職として雇用される協力隊が少なく、Ｄ氏やＦ氏のように民間所属で任期終
了後の自立を見据えた副業が認められる職場が多く、個人事業主として活動する協力隊も多いた
め副業が可能となっている。２人の事例から、副業ができる能力は協力隊制度のみでは移住が難
しい人が移住を可能とするスキルの一つだといえる。

６−３．認知的専有をめぐる経験と語り
　認知的専有とは、行為者がアクセスやスキルを用いて何を実践するかを指すもので、戦略、価
値観、表象、習慣などと関係するものを指す。本事例では、アクセスやスキルを用いて協力隊制
度を活用し移住するという決断が、どのような価値観や表象、習慣のもとで形成されたのかを主
に指す。移住相談会や人的ネットワークなどのアクセスがあり、運転スキルや前職で培ったスキ
ル、副業スキルを有していても、実際に協力隊として移住するとは限らない。アクセスやスキル
によって構成されるモティリティは移動資本であり、使うか使わないかは個人の判断と状況によ
る。しかし調査協力者は、結果的に全員が協力隊制度を利用して移住した。その決断に至らせた
価値観や習慣などが認知的専有である。調査の結果、調査協力者のうち複数人に共通する認知的
専有のパターンが３つ明らかになった。
　最も多くの調査協力者が挙げたのは、協力隊制度による金銭的不安の解消である。Ｆ氏、Ｉ氏
は協力隊制度を利用した理由を次のように語る。
　

慣れない環境で暮らすことは大変だなと思ったので、まずは収入面で安定したいと思い協力
隊を使いました。（Ｆ氏）
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協力隊になりたいという気持ちは最初からありました。３年間給料が保証されていて、普通
に生活できるのは大きいですよね。（Ｉ氏）

　Ｆ氏やＩ氏を含む６人は、給与が200万円以下もしくは201万円〜300万円である。これは多い
とは言えない額だが、移住して生きていける額が協力体制度で保証されたことで移住したと語っ
ており、金銭的不安が政策的に解消され生まれた安心感が移住を決断させたと解釈できる。この
ように、調査協力者にとって金銭の価値順位付けは高く、「お金がなくてもいいから移住したい」
という価値観で移住を決断したものはほとんどいなかった。
　続いて目立ったのは、仕事がつらく、まずは都市から離れたいという心理状況である。
　Ａ氏、Ｆ氏は次のように語る。

大学卒業後、予備校で働いていました。子どもと接するのは楽しかったですが、とても仕事
が忙しく、友達と会えず、自分の時間もなく、これはなんとかしないといけないなと。（Ａ氏）

就職した瞬間から移住は考えていました。勤務形態を知らずに入社しちゃったので、休みが
少なく体育会系な感じがあわず、ライフスタイルにもあっていないなと思いながら働いてい
ました。（Ｆ氏）

　2020年以降の感染症拡大に伴うリモートワークや出社制限により働き方が変わったことで、移
住を決断したと語るのはＨ氏とＩ氏である。

フルリモートになったことが大きかったです。その前から22時退社で、先輩を見ても働き方
も変わらなそうで葛藤が多く、フルリモートになって溜まっていたものが溢れたというか。

（Ｈ氏）

2020年３月からリモートワークになって、同じ頃に業務内容も変わったんです。それがつら
く、あと、この会社に入ったのは海外で働きたかったからなのにそれも難しくなり、体調を
崩して休職したことがきっかけです。（Ｉ氏）

　４人の語りからは、都市という場所での仕事がつらくなり移住を決断したことがわかる。その
際、都内での転職や他の都市への移住ではなく、仕事と共に働く場所自体を変えた背景として、「忙
しく自分らしく生きられない都市」と「ゆったりと自分らしく生きられる地方」という認識と価
値前提があったことが読み取れる。
　３つ目は人生の中で構築された同じ場所に住み続ける必要はないという価値観と、それを構築
した多様な居住歴である。Ａ氏、Ｄ氏は次のように語っている。

５歳から10歳まで親の都合でスイスに住んでいましたが、移住を考える上でその経験は大き
かったですね。スイスの田舎だったので、そういうのもありという前提ができた気がします。
住みやすさとか、全体を把握しやすい感じとか、そういう経験は大きかったですね。（Ａ氏）
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子どもの頃から、都内を12、13回引っ越していたんです。親が引っ越し魔だったんですよね。
それがあったから、人間って流動的で良いじゃんと、例えば半年間来て、地域を去りますみ
たいなのも僕はありだと思っています。（Ｄ氏）

　Ａ氏とＤ氏の語りからは、主体的に選んだのではなく親の意思決定により形成された幼少期か
らの海外での生活や移動歴の多さという経験や習慣が、移住を決断しやすくする価値観を形成し
たと考えられる。

７．考察とまとめ―結論と残された課題―

　本稿ではモティリティと３つの構成要素を導きの糸に、都市 - 農村移住を政策的に促進する協
力隊制度を事例に、モビリティと政策の関連の一端を明らかにしてきた。３要素の分析から、協
力隊制度が無ければ移住していなかった調査協力者にとっては、移住相談会が利用可能な選択肢
としてのアクセスであることが明らかになった。また、金銭的不安や仕事の不確実性を協力隊制
度が補完することで、移住が実現した人々の実態が明らかになった。さらに、協力隊制度による
移住は、人生の中で形成された人的ネットワークや専門的スキル、価値観などが組み合わさった
モティリティにより実現していることが明らかになった。
　本稿は、欧米を中心に導入されてきたモティリティ概念と３つの構成要素を、日本国内の、か
つ先行研究で扱われてこなかった都市 - 農村移住事例に導入し分析を行った点に学術的示唆があ
る。本稿の結果から、国内事例、そして都市 - 農村移住の分析において、モティリティと構成する
３要素は適用可能な枠組みだといえる。同時に、本稿は先行研究で指摘されてこなかった、アク
セスとしての公的な移住相談会やスキルとしての副業能力、認知的専有における協力隊制度によ
る金銭的不安の解消といった要素を明らかにした。Flamm and Kaufmann（2006）は、モティリティ
は多くの追加的な側面から構成されており、継続的な研究努力によって分析され運用されるべき
としているが、本研究はこうした追加的な側面を新たに明らかにした点で学術的示唆がある。
　一方、本稿の結果はモティリティの課題と発展可能性も示している。第一に、Kaufmann, 
Viry and Widmer（2010）などはいくつものアクセスやスキルを提示していたが、個人が用いる
政策や制度を捉える視点はなかった。しかし、本稿のように政策や制度それ自体が、移動者のア
クセスやスキル、認知的専有と関連するケースは他の移動でも想定できる。モビリティ研究は、
政治的側面にこれまで以上に注意を払う必要があると同時に、モティリティを構成する要素に着
目する際にも具体的な政策や制度に注意を払うことで、より多面的にモビリティを把握できるこ
とを本稿は示唆している。こうした点において、本稿の結果はモビリティ研究に僅かながら理論
的に貢献している。また、都市 - 農村移住研究にモビリティ研究の枠組みが応用可能なことを示
し、新たな都市 - 農村移住と関連する制度の分析方法を提示した点で都市 - 農村移住研究にも貢
献している。
　本稿は協力隊を対象にモティリティの構成要素を分析したが、同じ協力隊でも自治体が変われ
ば協力隊が有するモティリティの傾向も変わると考えられる。またモビリティと政策の関連を論
じられる対象は都市 - 農村移住に限っても他にもあるため、今後は都市 - 農村移住以外のモビリ
ティと政策が関連する事例の分析も行いたい。
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注

（１）　シカゴ学派のモビリティの概念に沿って、モビリティを「社会的変化を意味する物理的空間における移動

の意図と実現」と定義する。

（２）　Sheller and Urry（2006）は、モビリティ研究の本格化に貢献した研究を多数列挙しているが、政治学や

公共政策分野には言及していない。

（３）　モビリティ無しに移住は起こらない［Blunt, 2007］。

（４）　政府は、2018年に制度創設10年を機に2024年度の隊員数を8,000人に拡充すると発表、2021年には移住検討

者が増えると予想し、前年度予算額から9000万円増の2億4000万円を2022年度に計上した（参照日2022年8月

8日、 www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01gyosei08_02000146.html. chrome-extension://efaidnbmnnnib

pcajpcglclefindmkaj/,  www.soumu.go.jp/main_content/000744097.pdf）。

（５）　元々、モティリティ概念は生物学や医学で用いられていた。

（６）　この可能性は必ずしもモビリティに変換されるわけではなく、将来機会を最大限活用するために、意図的

に潜在的にされることもある［Kaufmann, Bergman and Joye, 2004］。

（７）　移動資本としてのモティリティは、社会的地位の垂直的次元と水平的次元の両方に言及できる可能性を有

する。従来の社会学が Social Mobility として表現してきた縦の社会階層移動だけでなく、横の水平的な空間

移動を捉えるのに適している。

（８）　移住 ･ 交流希望者に魅力的な生活サービスを総合的に提供できる体制の構築を目指す団体

（９）　株式会社カヤック Living が提供する、地域に興味がある人を募集しスカウトできるサービス

（10）　陸前高田市の協力隊制度は、支援業務の一部を高田暮舎に委託している。高田暮舎は率先して、自団体の

協力隊に車を支給し公私で利用できる環境を整えた。こうした実践が他の団体にも拡がり、車を自由に使え

る環境が整備された。一方、B 氏 C 氏のように市役所に所属する協力隊は公務しか車が利用できず、私用は

自分で確保する必要があった。このように、所属先によってもモビリティを巡る環境は異なる。

（11）　高田暮舎職員によれば、陸前高田市での暮らしは車がないと厳しい。また、相談に来る I ターン者は、車

の購入コストを懸念する人が多いと語っている。

（12）　運転免許がない人は協力体制度を活用した陸前高田市への移住は制度的に難しいとも言える。
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